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寄稿

パソコン向け半導体不足は解消傾向
　半導体の生産工程は主に二つに分けられる。半導
体ウエハーの上に回路を描いたり、溝を掘ったりす
る「前工程」と基板上に作った回路をチップ状に一つ
ずつ切り出して組み立てる「後工程」の二つだ。現状
の半導体不足のボトルネックとなっているのは「後
工程」だ。新型コロナウイルスによる工場閉鎖など
で、主に東南アジアで生産が滞っており、需給が悪
化している。「前工程」では、台湾の製造受託最大手

TSMC（台湾積体電路製造）が自動車向けの割り当てを増
やしており、需給が徐々に回復しつつある。一方、パソコン
向け半導体はコロナ特需で大きく伸びていた需要が2021
年10月以降落ち着いてきたため、2022年1～3月期には不足
は解消するとみている。
　半導体工場の稼働率と在庫日数から見ると、不足が解消

（図1）半導体の在庫、売上、稼働率と在庫日数
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し始めるのは2022年になりそうだ。半導体工場の稼働率は
現在、上昇傾向で推移しており、在庫の日数は減少傾向が
続いている（図1）。需要の増加に供給が追い付いていない
状況を表しており、2021年後半まではこの状況が続く。た
だ、2022年には各国で進んでいる工場のキャパシティ増加
投資の効果が現れ始め、工場の稼働率は徐々に下がってい
くだろう。

不足の背景には、微細化の限界アリ
　半導体が不足する背景には、半導体の回路線幅を狭くす
る「微細化」と呼ばれる技術の限界が近づいていることが
ある。「微細化」を実施すると、半導体一つあたりに搭載で
きる能力や電力効率が上昇する。
　「微細化」を実施するために、半導体メーカーはより最
新の生産設備を整える必要がある。半導体
メーカーの設備投資額（CAPEX、Capital 
Expenditure）を見ると、2016年頃までは
600億ドル（約6兆円）前後で推移していた
が、2017年以降は1,000億ドル（約10兆円）
前後と水準が大きく上昇している。（図2）
を見ると、設備投資が増加しているにも
関わらず、工場の生産能力がほぼ横ばいと
なっているのが確認できる。これは微細化
を進めるためにより高度な製造装置が必
要になり、装置コストが高くなった一方
で、投資が生産能力の上昇にはつながって
いないことを示している。

　半導体は設備投資がなかなか能力増強につながりにく
い時代に入っており、これが半導体不足の背景になってい
る。各国の半導体メーカーは能力増強に動いており、2022
年には不足は解消に向かいそうだが、「微細化」の難易度が
上がっている状況は簡単に解決できる問題ではなく、不足
が完全に解消するには結構な時間がかかるのではないか
と考えている。

グリーン投資で半導体市場は10％増加
　新型コロナウイルスの蔓延でデータ需要が高まったこ
とや、各国政府が推し進めるグリーン投資も半導体市場に
影響を及ぼしている。各国のグリーン関連投資の合計は
500兆円を超えており、グリーン関連だけで、年間5兆円規
模の半導体需要が生まれ、市場を10％押し上げる可能性が

（図2）設備能力と生産能力の関係

出典：Omdia
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ある。
　世界各国で起きる異常気象や水害などの被害を受けて、
グリーン投資は世界の大きなトレンドになっている。その
大きな解決策として考えられるのが、パソコンや携帯電話
だけでなく、あらゆるモノに対して情報ネットワークを広
げる「IoT」を推進することだ。自動車やエネルギー使用な
どを効率的に運用することにつながり、環境破壊の大きな
要因となっている二酸化炭素の排出を抑えることにもな
る。
　IoTで何ができるのか。例えば、交通渋滞を回避する仕
組みづくりが挙げられる。日本の交通渋滞による経済損失
は12兆円と言われており、渋滞で二酸化炭素の排出も50％
増加するとされる。IoTを用いて、自動車が通信を始めれ
ば、渋滞情報はもちろんのこと、天候情報などさまざまな
情報から効率的なルート案内が可能になる。自動車の分野
だけでなく、天候
や雨量と作物の
育成状況をデー
タ化することが
できれば、水と肥
料の量も半分に
することも可能
で、農業などでも
活用が期待でき
る。
　IoTにはデータ
センターが欠か

せない。データセンターというと、米グーグルなどが投資
している大規模なデータセンターの印象があるが、これか
ら増えるのはエッジデータセンターと呼ばれる小型デー
タセンターだ。情報をやりとりする機器の近くにこのエッ
ジデータセンターを置くことで、データのやり取りをより
高速化し、遅延を減らせる。遅延が許されない医療分野、自
動運転などで特に活用が期待されており、このエッジデー
タセンターへは、NTTなども投資を予定している。
　IoTには電子デバイス機器も欠かせない。電子機器の生
産市場は新型コロナウイルスの影響で、2020年こそマイナ
ス成長だったが、今後は拡大を続け、2024年には2兆8,000
億ドル（約300兆円）を超える水準まで高まりそうだ。内訳
をみると、特に産業機器の割合が徐々に高まっていく（図
3）。
　この産業機器に使われるのが電力の変換や制御に使わ

（図3）電子機器生産金額予測とその割合

出典：Omdia
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れるアナログ半導体やパワー半導体、センサーなどだ。こ
れまでの半導体市場は記憶をつかさどるメモリー半導体
が市場をけん引してきた。ただ、IoT時代になると、アナロ
グなどの半導体がより多く使われるようになっていく。メ
モリーの重要性も依然として高いが、アナログの重要性は
相対的に高まっていくだろう。

中国のインフラ投資は半導体と密接に関係
　中国が進めるインフラ投資とも半導体は密接な影響が
ある。中国はIoTを活用してスマートシティの構築を進め
ており、2020年より5年間でインフラに170兆円の投資を
する見通しだ。投資の中には5G通信基地局やデータセン
ター、AI、工業向けIoT、鉄道などさまざまなものが含まれ
る。
　インフラ投資を進めるにあたって、中国のネックとなっ
ているのが半導体だ。中国は世界の半導体の約40％を消
費する一大消費国だが、自分たちで半導体を作る能力はま
だ高くない。米中貿易問題で、米国から製造装置を含めた
半導体分野の輸入ができなくなると、厳しい状況に追い込
まれてしまう。米国は最先端の半導体技術を出さなくなっ
ており、中国は自国での半導体製造能力の強化も進めてい
る。

日本企業は「モジュール」化で生き残りを
　最後に日本の半導体産業のポジションを確認して、提
言をしたい。現在、世界全体の電子機器市場は年間約2兆
4,000億ドル（約240兆円）となっており、半導体市場は約

4,700億ドル（約47兆円）だ。この半導体は先述の通り、中国
で40％が使われており、アジア全体では７割にも達する。
電子機器の製造がアジアに集中しているため、半導体の使
用もアジアが多いためだ。一方、半導体の供給は企業ブラ
ンドでみると半分がアメリカで、日本及び欧州で9％。韓国
も19％と多い。
　実際に半導体を生産している工場があるのは、韓国と台
湾、そして中国だ。アメリカでの生産も11％あるが、韓国や
台湾が中国サイドにつくと、ここがアメリカのアキレス腱
になりかねない。日本は古い工場だが、生産能力は19％と
結構ある。
　半導体材料と製造装置は日本が非常に強い分野だ。製造
装置は米・日・欧でほぼ独占にあり、半導体材料は日本が半
分以上ある。アメリカが日本を重視する必要があるのはこ
の分野の影響が大きく、日本は強いものをさらに強くする
必要がある。
　日本に必要な戦略はこれらの材料や製造装置の強化に
加え、電子部品やコネクタなどをまとめてモジュールとし
て生産することだ。電子機器の中身を開くと、半導体だけ
でなく、電子部品やコネクタ、電池、モーター、プリント基
板が入っている。日本には、このモーターや基板、電子部品
などで世界一のメーカーが数多く存在する。これをすべて
一括でモジュールとして生産できるのは日本だけで、他国
ではやっていないことだ。同じ半導体の土俵で戦うのでは
なく、違う土俵で戦うべきではないかと考えている。


